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uu--JapanJapan政策パッケージの全体像政策パッケージの全体像
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uu--JapanJapan政策政策

２

ユニバーサルデザインの導入促進

◆ 情報アクセシビリティの確保

ホームページ等のコンテンツに関するアクセシビリティを確保するため、情報アクセシビリティに関するガイド
ラインのＪＩＳ化や国際提案を行うとともに、情報アクセシビリティの確保に必要な体制のモデルの普及を進める。
また、字幕番組等の普及方策、新たな普及目標等を検討する。

◆ 高齢者・障害者のＩＣＴ利活用支援体制の構築

高齢者・障害者のＩＣＴ利活用を支援するために、高齢者・障害者向けの通信・放送技術の研究開発や障
害者向け通信・放送サービスの開発提供に対する助成に加え、研究会の開催を通じた支援体制のモデルの
普及等を進める。



３

ITIT新改革戦略（２００６年１月１９日：ＩＴ戦略本部）新改革戦略（２００６年１月１９日：ＩＴ戦略本部）
＝いつでも、どこでも、誰でも＝いつでも、どこでも、誰でもITITの恩恵を実感できる社会の実現の恩恵を実感できる社会の実現＝＝



ITIT新改革戦略、重点計画２００６新改革戦略、重点計画２００６
＝いつでも、どこでも、誰でも＝いつでも、どこでも、誰でもITITの恩恵を実感できる社会の実現の恩恵を実感できる社会の実現＝＝

デジタル・ディバイドのないＩＴ社会の実現

【目標】
２０１０年度までに、高齢者・障害者・外国人を含む誰もが身体的制約、知識、

言語の壁を越えて、安心して生活できるように、以下のユニバーサル化を実現
する。

◆ 平等な情報へのアクセス（情報アクセスのユニバーサル化）
◆ 自律的で円滑な移動（移動のユニバーサル化）
◆ 自由自在な意思疎通（コミュニケーションのユニバーサル化）

４

重点計画２００６（２００６年７月２６日：ＩＴ戦略本部）重点計画２００６（２００６年７月２６日：ＩＴ戦略本部）

◆字幕番組、解説番組及び手話番組の制作促進

字幕番組、解説番組、手話番組を制作する公益法人に対して、制作費の一部を助成し、視聴
覚障害者向け放送の充実を図るとともに、放送事業者の協力も得て、２００７年度までに字幕付
与可能な放送番組全てに字幕が付与されることを目指す。



視聴覚障害者向け放送視聴覚障害者向け放送の充実に向けた取組の充実に向けた取組

・「２００７年までに字幕付与可能な放送番組について
字幕を付す」ことを目標とする行政上の指針「字幕放
送普及目標」を策定（１９９７年）
・字幕放送等の実績を毎年度とりまとめ、公表。

総務省の取組

※ 字幕番組とは、テレビジョン放送において送られる音声その他の音響を聴覚障害者に対して
説明するための文字又は図形を見ることができる放送番組

※ 解説番組とは、テレビジョン放送において送られる静止し、又は移動する事物の瞬間的影像
を視覚障害者に対して説明するための音声その他の音響を聴くことができる放送番組 ５

視聴覚障害者等が放送を通して情報を取得し、社会参加をしていく上で必要な

字幕番組・解説番組等の普及策を推進

視聴覚障害者等が放送を通して情報を取得し、社会参加をしていく上で必要な

字幕番組・解説番組等の普及策を推進

字幕番組・解説番組等制作費の一部助成

視聴覚障害者向け番組の放送努力義務化

字幕放送普及目標の策定、進捗状況の公表

・字幕番組・解説番組の助成制度を創設（ １９９３年）
・助成対象に手話番組を追加（ １９９９年）

各放送局の自主的な取組みの促進

字幕拡充計画の策定
２００１年 ＮＨＫ・民放キー５局
２００３年 在阪準キー４局
２００４年 テレビ大阪、在名広域４局、テレビ愛知

・視聴覚障害者向け番組の放送努力義務の創設等
を内容とする放送法等の一部改正（ １９９７年）



字幕番組・解説番組及び手話番組を制作する者に対し、その制作費を２分の１（※）を上限として独立行政
法人情報通信研究機構が助成。

※ ２００６年度は、在京キー局の字幕番組については６分の１、在阪準キー局の字幕番組については
４分の１、それ以外については２分の１を予定

２２ イメージ図イメージ図

１１ 概概 要要

３３ 所用経費所用経費
２００６年度予算額

一般会計 ４６３百万円

視聴覚障害者向け放送視聴覚障害者向け放送の充実に向けた取組の充実に向けた取組
＝字幕番組＝字幕番組・解説番組等・解説番組等制作費制作費のの助成＝助成＝

字幕番組、解説番組及び手話番組の制作費に対する助成を通じて、視聴覚障害者向け
放送の充実を図ることにより、放送を通じた情報アクセス機会の均等化を実現

字幕番組、解説番組及び手話番組の制作費に対する助成を通じて、視聴覚障害者向け
放送の充実を図ることにより、放送を通じた情報アクセス機会の均等化を実現

国国

(※)１９９３年度から衛星放送受信対策基金
運用益を原資として実施。１９９７年度予算
より一般会計からの補助金を追加。

出資

独立行政法人情報通信研究機構独立行政法人情報通信研究機構

補助

衛星放送受信対策基金衛星放送受信対策基金 国庫補助金国庫補助金

運用益運用益

½を上限に助成

字幕番組・解説番組等の制作（公益法人）字幕番組・解説番組等の制作（公益法人）

６



視聴覚障害者向け放送視聴覚障害者向け放送の充実に向けた取組の充実に向けた取組
＝字幕＝字幕普及目標の行政指針普及目標の行政指針＝＝

１９９７年11月、総務省（旧郵政省) は、字幕放送の普及促進を図るため
字幕放送普及行政の指針を策定

１９９７年11月、総務省（旧郵政省) は、字幕放送の普及促進を図るため
字幕放送普及行政の指針を策定

当面は、できる限り多くの
放送番組に字幕付与

通信衛星による放送

有線ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送

独立U局については目標

年次を弾力的に捉えること
とする。

2007年までに対象の放送
番組の全てに字幕付与

(現状）東京ｷｰ局4%

地上民放

放送衛星による放送

（NHKの放送を除く）

聴覚障害者等のニーズを
踏まえ、できる限り多く
字幕付与

新たに放送する字幕付与
可能な全ての放送番組
（注）

午前７時から午後１２時まで放送大学学園

教育放送については、聴
覚障害者等のニーズの実
態を踏まえ、できる限り多
く字幕付与する。

2007年までに対象の放送
番組の全てに字幕付与

（現状）NHK総合30%

NHK

備考目標放送番組放送時間

普及目標の対象

（指針の内容）

（注）「字幕付与可能な総放番組」とは次に掲げる放送番組を除くすべての放送番組

①技術的に字幕を付すことができない放送番組(例 現在のところのニュース、スポーツ中継等の生番組)、②オープンキャプション、手話等により音
声を説明している放送番組(例 字幕付き映画、手話ニュース)、③外国語の番組、④大部分が歌唱・器楽演奏の音楽番組、⑤権利処理上の理由等

により字幕を付すことができない放送番組

７

※ 現状とは、平成9年7月末現在



視聴覚障害者向け放送視聴覚障害者向け放送の充実に向けた取組の充実に向けた取組
＝＝字幕放送普及字幕放送普及の取組状況＝の取組状況＝

NHK及び民間放送事業者は字幕拡充計画を策定。
2001年10月 NHK、民放キー5局
2003年 3月 在阪準キー4局
2004年 7月 テレビ大阪、在名広域４局及びテレビ愛知

NHK及び民間放送事業者は字幕拡充計画を策定。
2001年10月 NHK、民放キー5局
2003年 3月 在阪準キー4局
2004年 7月 テレビ大阪、在名広域４局及びテレビ愛知

字幕付与可能な総放送時間に占める字幕放送時間の割合（系列局が制作する番組を除く）

ＮＨＫ及び民放キー５局の字幕拡充計画（2001年10月策定）

８
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視聴覚障害者向け放送視聴覚障害者向け放送の充実に向けた取組の充実に向けた取組
＝字幕＝字幕放送、解説放送、手話放送放送、解説放送、手話放送の現状の現状（１）（１）＝＝

総務省では、毎年、字幕放送、解説放送、手話放送の実績を取りまとめて公表総務省では、毎年、字幕放送、解説放送、手話放送の実績を取りまとめて公表

１１ 字幕付与可能な総放送時間に占める字幕放送時間の割合の推移字幕付与可能な総放送時間に占める字幕放送時間の割合の推移（系列局が制作する番組を含む）（系列局が制作する番組を含む）

注１：２週間のサンプル週を調査したもの。

注２：この図表における「字幕付与可能な総放送時間」とは次に掲げる放送番組を除く７時から２４時までの新たに放送する放送番組の時間数

①技術的に字幕を付すことができない放送番組(例 現在のところのニュース、スポーツ中継等の生番組)、②オープンキャプション、手話等により音声を説明している放送番組
(例 字幕付き映画、手話ニュース)、③外国語の番組、④大部分が歌唱・器楽演奏の音楽番組、⑤権利処理上の理由等により字幕を付すことができない放送番組

９

▲ ＮＨＫ（総合テレビ）

◆ 民放（キー５局平均）

実績

計画
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視聴覚障害者向け放送視聴覚障害者向け放送の充実に向けた取組の充実に向けた取組
＝字幕＝字幕放送、解説放送、手話放送放送、解説放送、手話放送のの現状（２）現状（２）＝＝

２２ 総放送時間に占める字幕総放送時間に占める字幕放送、解説放送、手話放送、解説放送、手話放送時間の割合の推移放送時間の割合の推移

■字幕 ＮＨＫ総合

■ 字幕民放（キー５局平均）

▲解説ＮＨＫ教育

▲解説ＮＨＫ総合
◆手話ＮＨＫ教育

◆手話（民放キー5局平均）
各年度0.1％

▲解説（民放キー5局平均）
各年度0.2％



視聴覚障害者向け放送視聴覚障害者向け放送の充実に向けた取組の充実に向けた取組
＝今後の取組＝＝今後の取組＝

１１

総務省
○ １９９７年に字幕普及目標の行政指針の作成
○ 字幕拡充計画の進捗状況の把握・公表
○ 字幕番組等制作費の一部助成

放送事業者
○ 字幕拡充計画の作成（ＮＨＫ，民放キー局など）
○ 各放送局の自主的な取組の促進

字幕付与率の拡大

地上デジタル放送による環境の変化

2007年以降の新たな目標を検討2007年以降の新たな目標を検討

【これまでの取組】


